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１． 訓練計画概要 

１．１ 中期計画上の令和２年度訓練の位置づけ 

第２次中期計画(平成３０年～令和２年)では、訓練の反復によるスキル向上を基本命題とし、防災能力

のスパイラルアップを図ることとしている。第２次中期計画の最終年度となる令和２年度訓練は、緊急時

対策所とＥＲＣプラント班との情報共有、確実な通報・連絡の実施、シナリオ非提示型訓練の実施、シナ

リオの多様化・難度、広報活動及び後方支援活動を重点項目と位置づけ、訓練を実施する。

１． ２ 訓練の目的 

訓練は、原子力事業者防災業務計画 第２章第７節「防災訓練の実施」に基づき、緊急時対策所（防災

本部）の対応能力向上を目的として実施し、緊急時対策所が原子力災害の拡大防止に有効に機能すること

を確認する。 

また、第２次中期計画で目標としている「マニュアルに基づいた行動の反復訓練を行うことによる基本

動作の習熟、必要情報を収集し発信を行うこと及び記載不足・ミスのない文書を作成すること」及び前回

の総合訓練で抽出された課題の改善を検証する。 

１． ３ 主たる検証項目及び達成目標 

  第２次中期計画において、訓練活動の高度化を図るため下記項目を重点的に実施することとしており、

本訓練における主たる検証項目とする。 

① 緊急時対策所とＥＲＣプラント班との情報共有

【達成目標】伝えるべき情報を整理し、発信すること。

② 確実な通報・連絡の実施

【達成目標】記載不足及び記載ミスのない通報分を作成すること。

③ シナリオ非提示型訓練の実施

【達成目標】シナリオ非提示においても、事象に応じた対応の判断ができること。

④ シナリオの多様化・難度

【達成目標】想定される事象への対応ができること。

⑤ 広報活動

【達成目標】記者会見対応スキルの向上させること。

⑥ 後方支援活動

【達成目標】実連絡と人と資材の実移動が実施できること。

２．訓練実施日時および対象施設 

２．１ 実施日時 

令和２年１２月２２日（火） １３時００分～１６時１０分 

※令和３年１月初旬に総括会議を開催する。

２．２ 対象施設 

・緊急時対策所

・ホットラボ施設（発災現場）

2





２）警戒事象発生後の経過連絡

３）原災法第１０条事象発生の通報（事象判断後１５分以内）

４）原災法第１５条事象発生の通報（ 〃 ） 

５）第２５条報告 → 事象収束時まで継続

(3) モニタリング訓練

１）放射線デ－タ監視システム指示値の把握と共有

２）外部被ばく、内部被ばく、周辺汚染状況の測定

３）周辺環境の放射線量測定および放射線影響評価

(4) 避難誘導訓練

１）構内避難者(来客者含む)の誘導

２）構内人員の安否確認

(5) 身体除染、救護訓練

１）身体汚染者に対するシャワー水による除染

対象者をシャワー室に誘導し、シャワー水を実際に出水させ汚染想定箇所のシャワー除染を行う。 

２）負傷者に対する、救護

作業中の負傷を想定し、担架によるホットラボ施設玄関までの搬送及び救護活動を行う。

３）救急車による病院への搬送

ホットラボ施設玄関から病院(正門以降は模擬とする)へ、救急車による搬送を行う。

(6) 社内の情報連絡訓練

１）事象の状況に応じた適切な伝達方法の選択と情報の共有

無線機での伝達を基本とし、秘匿性の高い情報、長時間の会話や個別連絡等については携帯電話ま

たは内線電話等を選択（全体の情報伝達フロー図を添付） 

(7) 他事業者との連携訓練

１）東海ノアへの支援要請

電話及びＦＡＸで実連絡を行い、緊急事態協力活動本部の招集準備要請を行う。

２）日揮ホールディングス(株)への支援要請

支援拠点開設依頼の実連絡を行い、さらに、防災業務計画に定めている資材の実移動を行う。

(8) 事象収束作業訓練

１）発災現場の放射線デ－タ等情報収集及び現場入域可否の判断

２）発災現場状況の調査・報告

３）環境への影響を軽減するための緊急作業対応（燃料集合体の密閉）

緊急作業用防護装備の着用と発災現場への入域までを作業とし、密閉作業は模擬とする。密閉作業

については、要素訓練を行い密閉作業ができることを確認済み。 

(9) プレス対応訓練

１）プレス対応要員の派遣、関係機関との調整

記者会見の実施を決定後、茨城県庁での記者会見を想定し、対応要員を人選して各活動班の受け持

ち場所から緊急時対策所に引き上げ待機させる。関係機関との調整は社内での電話応答で模擬する。 

２）プレス文作成と記者会見の実施

社内会議室を使用し、模擬記者会見を実施する。記者役は、従業員及び社外参加者で模擬する。

(10)地震後点検訓練

１）防災本部の指示に沿った点検作業の実施

(11)ＥＲＣとの常時応答訓練

１）ＥＲＣ側に伝えるべき情報(施設情報、活動状況、人員状況)に関し、ＣＯＰを用いて適切なタイミ
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ングで情報共有を行う。

２）ＥＲＣからもたらされた重要情報の社内共有

３）特定事象発生に関する認識を合致させるためのＥＡＬ判断根拠の説明

(12)消防活動訓練

１）消防活動訓練

火災報知器発報、初期消火(消火器準備し構えるまで行い、実際の噴射は行わない)、公設消防(社

員で模擬)による鎮火確認まで行う。

５． 訓練想定（平日・休日、日中・夜間、施設運転状態、事象想定、スキップの有無等） 

６． 訓練シナリオ案 

別紙(事象進展時系列) 
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７． 前回までの訓練の課題に対する改善（対策）状況 

No． 前回までの訓練の課題 改善（対策）状況 

1 社外関係先への通報時に下記改善点があった。 

1)応急措置の概要報告に発災事象がＥＡＬ判断

基準を下回ったことを記載しなかった。 

2)警戒事態該当事象発生連絡において、地震の発

生箇所は事業所全域であるにもかかわらずホッ

トラボ施設を発生個所として記載した。

3)モニタリングポスト、排気モニタ及びエリアモ

ニタの値が上昇している状況で、モニタリングポ

ストの値のみを上昇中と記載し、その他のモニタ

の値の上昇状況を記載しなかった。 

通報文記載例兼チェックシートを見直し、教育に

よる周知徹底及び要素訓練を実施し通報文作成

の習熟を図る。 

1)応急措置の概要報告に発災事象がＥＡＬ判断

基準を下回ったことを記載する。 

2)警戒事態該当事象発生連絡の発生個所欄の「そ

の他」欄に「全域」と記載する。 

3)モニタリング値はモニタリングポストの値だ

けでなく、排気モニタ、エリアモニタ等の値につ

いても状況を報告する。 

2 ＥＲＣ常時応答者により「原子力緊急事態宣言」

情報が防災本部内で共有されなかった。 

ＥＲＣ常時応答者が「原子力緊急事態宣言」の情

報を確認後、防災本部内で共有することをＥＲＣ

常時応答マニュアルに明記するとともに、教育に

より周知徹底及び要素訓練を実施し防災本部内

への情報共有の習熟を図る。 

3 ＥＲＣ 常時応答者からＥＲＣプラント班への情

報共有において下記改善点があった。 

1)発災事象がＥＡＬ基準を下回った際の説明内

容が不明瞭で正確に伝えられなかった。 

2)商用電源喪失による影響についての報告が不

足した。 

3)モニタリングポストでの放射線量率上昇に対

する放射線の監視はγ線と中性子線との合算値

であることを認識はしており、両放射線の測定も

実施していたが、中性子測定結果が“0”であった

ため、その旨を発話しなかった。また、その後は

事象の進展状況から中性子の放出（臨界）はない

と判断し、中性子の再測定をしなかったが、その

旨も発話しなかった。 

ＥＲＣ常時応答マニュアル及び漏洩対応マニュ

アルに下記を追加し、教育による周知徹底及び要

素訓練を実施しＥＲＣプラント班への情報共有

の習熟を図る。 

1)発災事象がＥＡＬ基準を下回った際の発話の

文言を明確にしておく。 

2)商用電源の有無だけでなく、停電時の影響範囲

の調査とその結果を報告すること。 

なお、分電盤遮断による停電の影響範囲の調査に

ついて要素訓練を行い、実施できることを確認済

み。 

3)モニタリングポストでの放射線の検出結果報

告は、γ線と中性子線の合算であること。中性子

測定を継続しない場合は、その理由を説明するこ

と。 
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８． ＥＲＣプラント班との情報共有に用いる資料・様式 

資料１ 警戒事態該当事象発生連絡（様式第８） 

資料２ 警戒事態該当事象発生後の経過連絡（様式第９） 

資料３ 特定事象発生通報（様式１０） 

資料４ 応急措置の概要（事業所内事象）（様式第１２） 

資料５ 活動計画と実績ＣＯＰ 

資料６ 施設の状況ＣＯＰ 

資料７ 放射線モニタリングＣＯＰ 

資料８ 人員状況ＣＯＰ 

資料９ ＥＲＣ書架内の資料(ファイル名：原子力災害対策活動で使用する資料) 

９． 令和元年度訓練等を踏まえ、ＥＲＣ書架内の資料整備状況（資料リスト） 

No 資料名 

１ 事業所周辺地図 

２ 事業所周辺航空写真 

３ 事業所周辺環境モニタリング関連データ 

４ 事業所周辺人口関連データ 

５ 使用許可申請書 

６ ホットラボ施設許可申請書図面集

７ 主要設備概要 

８ 規制類(ホットラボ施設保安規定、原子力事業者防災業務計画) 

９ その他資料 

①敷地周辺図

②構内施設配置図

③現場平面図

④プールエリア図

⑤防災本部平面図

⑥非常用電源負荷リスト

⑦収束作業判断ＣＯＰ(ＦＰガス放出)

１０． その他 

コロナ対策として、入門時の体温測定、マスク着用、換気の実施及び可能な限り人の密集を避けた活動を

実施する。 
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事業者防災訓練の中期計画 

（令和２年１０月２７日見直し） 

想定事象 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 

地震発生 ● ● ○ 

商用電源停電 ● ● 

身体汚染者発生 ● ● ○ 

負傷者発生 ● ● ○ 

キーパーソン不在 ● ○ 

火災発生 ● ○ 

凡例 ○：実施予定、●：実施済み、△：一部実施または模擬、▲：一部実施済みまたは模擬済み 

訓練項目 
２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 

要素訓練 総合訓練 要素訓練 総合訓練 要素訓練 総合訓練 

警戒事象発生時の初動訓練 ● ● ● ● ● ○ 

社外への通報連絡訓練 ● ● ● ● ● ○ 

モニタリング訓練 ● ● ● ● ● ○ 

避難誘導訓練 ● ● ● ● ● ○ 

身体除染、救護訓練 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ △ 

社内の情報連絡訓練 ● ● ● ● ● ○ 

他事業者との連携訓練 ● ● ○ 

事象収束作業訓練 ▲ ● ▲ ● △ 

プレス対応訓練 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ △ 

地震後点検訓練 ● ● ○ 

ＥＲＣとの常時応答訓練 ▲ ● ▲ ● △ ○ 

消防活動訓練 ● ● ▲ ● △ 

凡例 ○：実施予定、●：実施済み、△：一部実施または模擬、▲：一部実施済みまたは模擬済み 

2020 年 10 月 27 日時点実績反映 
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様式第８

警戒事態該当事象発生連絡 （第 報）

年 月 日

原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長  殿

警戒事態該当事象発生連絡  連絡者名

連 絡 先 

 警戒事態該当事象の発生について、原子力災害対策指針に基づき連絡します。

原子力事業所の名称及び

場所

名称：日本核燃料開発株式会社

場所：茨城県東茨城郡大洗町成田町 2163 番地

警戒事態該当事象の

発生箇所

発生建屋：ホットラボ棟（核燃料使用施設、ＲＩ使用施設）

区域区分：□管理区域 □非管理区域 □その他( )
警戒事態該当事象の

発生時刻
年 月 日 時 分（２４時間表示）

発

生

し

た

警

戒

事

態

該

当

事

象

の

概

要

警戒事態該当事象の

種類

□大洗町において震度６弱以上の地震

□大洗町を津波予報区とする大津波警報

□オンサイト総括が警戒が必要と認めた場合

□原子力規制委員会委員長又は委員長代行が警戒本部の設置が必要を

判断した場合

想定される原因
□故障，□誤操作，□火災，□爆発，□地震，□調査中，

その他（                  ）

検出された放射線量

の状況、検出された

放射性物質の状況、

主な施設・設備の状

態等

運転状況：□運転中 □停止中 □その他(         )

放射性物質及び放射線に関するデータ：添付の様式 12(4/4)に記載

その他警戒事態該当事象の

把握に参考となる情報
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様式第９

警戒事態該当事象発生後の経過連絡       （第  報）

年 月   日

原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長  殿

  警戒事態該当事象発生後の経過連絡        連絡者名               

連 絡 先               

  原子力災害対策指針に基づき、警戒事態該当事象発生後の経過を以下のとおり連絡します。

原子力事業所の名称及び場所
名称：日本核燃料開発株式会社

場所：茨城県東茨城郡大洗町成田町 2163 番地

警戒事態該当事象の

発生箇所（注 1）

発生建屋：ホットラボ棟（核燃料使用施設、ＲＩ使用施設）

区域区分：□管理区域 □非管理区域 □その他(      )

警戒事態該当事象の

発生時刻（注 1）
   年   月   日   時   分（２４時間表示）

警戒事態該当事象の種類（注１）

発生事象と対応状況（注２）

運転状況：□運転中 □停止中 □その他(         )

放射性物質及び放射線に関するデータ：添付の様式 12(4/4)に記

載

    

その他の事項の対応（注３）

（注１）最初に発生した警戒事態相当事象の発生箇所、発生時刻、種類について記載する。

（注２）設備機器の状況、故障機器の応急復旧、拡大防止措置等の時刻、場所、内容について発生順

に記載する。

（注３）防災本部の設置状況、支援拠点の設置状況、被ばく患者発生状況等について記載する。
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様式第１０

特定事象発生通報

   年      月      日

内閣総理大臣、原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長  殿

                        通報者名              

                        連絡先             

  特定事象の発生について、原子力災害対策特別措置法第１０条第１項の規定に基づき通報します。

原子力事業所の名称

及び場所

名称：日本核燃料開発株式会社

場所：茨城県東茨城郡大洗町成田町 2163 番地

特定事象の発生箇所
発生建屋：ホットラボ棟（核燃料使用施設、ＲＩ使用施設）

区域区分：□管理区域 □非管理区域 □その他(        )

特 定 事 象 の 発 生 時 刻

※原子力防災管理者が事象

を判断した時刻

   年   月   日   時   分（２４時間表示）

発

生

し

た

特

定

事

象

の

概

要

特 定 事 象 の 種 類

原災法第 10 条に基づく基準 原災法第 15 条に基づく基準

□敷地境界放射線量上昇

□放射性物質通常経路放出

□火災爆発等による放射性物質放出

□原子炉外臨界のおそれ

□その他（         ）

□敷地境界放射線量上昇

□放射性物質通常経路放出

□火災爆発等による放射性物質放出

□原子炉外臨界

□その他（         ）

想 定 さ れ る 原 因
□故障，□誤操作，□火災，□爆発，□地震，□調査中，

その他（                   ）

検出された放射線量

の状況、検出された

放射性物質の状況、

主な施設・設備の状

態等

運転状況：□運転中 □停止中 □その他(         )

放射性物質及び放射線に関するデータ：添付の様式 12(4/4)に記載

    

その他特定事象の把握に

参 考 と な る 情 報

特定事象発生の判断根拠：        

風向、風速：              

天候：                 

中性子測定値：          μSv/h

その他：                

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（第   報）

□第 10 条事象発生

□第 15 条事象発生
第１０条通報
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様式第１１

特定事象発生通報

   年      月      日

内閣総理大臣、原子力規制委員会、国土交通大臣、都道府県知事、市町村長  殿

第１０ 条 通 報                        通報者名                        

                               連 絡 先                   

  事業所外運搬に係る特定事象の発生について、原子力災害対策特別措置法第１０条第

１項の規定に基づき通報します。

原子力事業所の名称

及び場所

名称：日本核燃料開発株式会社

場所：茨城県東茨城郡大洗町成田町 2163 番地

特定事象の発生箇所

特 定 事 象 の 発 生 時 刻

※原子力防災管理者が事象

を判断した時刻

    年   月   日   時   分（２４時間表示）

発

生

し

た

特

定

事

象

の

概

要

特定事象の種類

原災法第 10 条に基づく基準 原災法第 15 条に基づく基準

□事業所外運搬放射線量異常

□事業所外運搬事故

□その他（         ）

□事業所外運搬放射線量異常

□事業所外運搬事故

□その他（         ）

想定される原因

検出された放射

線量の状況、検  

出された放射性

物質の状況、主な

施設・設備の状態

等

その他特定事象の把

握に参考となる情報

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（第   報）

□第 10 条事象発生

□第 15 条事象発生
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様式第１２（１／４）

応急措置の概要（事業所内事象）

年  月  日

内閣総理大臣、原子力規制委員会、都道府県知事、市町村長 殿

報告者名

連 絡 先

原子力災害対策特別措置法第２５条第２項の規定に基づき、応急措置の概要を以下のとおり報告します。

原子力事業所の名称

及び場所

名称：日本核燃料開発株式会社

場所：茨城県東茨城郡大洗町成田町 2163 番地

特定事象の発生箇所

（注１）

発生建屋：ホットラボ棟（核燃料使用施設、ＲＩ使用施設）

区域区分：□管理区域 □非管理区域 □その他(           )

特定事象の発生時刻

(注１)

※原子力防災管理者が

事象を判断した時刻

    年   月   日   時   分（２４時間表示）

特定事象の種類

（注１）

発生事象と対応の概

要（注２）

運転状況：□運転中 □停止中 □その他(         )

その他の事項の対応

（注３）

※添付様式： □施設の運転に関するパラメータ □放射性物質及び放射線に関するデータ

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

   （注１）最初に発生した特定事象の発生箇所、発生時刻、種類について記載する。

   （注２）設備機器の状況、故障機器の応急復旧、拡大防止措置等の時刻、場所、内容について発生

時刻順に記載する。

   （注３）防災本部の設置状況、支援拠点の設置状況、被ばく患者発生状況等について記載する。

第２５条報告

（第   報）
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様式第１２（２／４）

（事業所内事象）

【施設の運転に関するパラメータ】

１．特定事象発生時の運転状況

特定事象発生時の工程
           工程

           設備

放射性物質の放出の有無 □有 □無

２．放射性物質の放出状況

放射性物質の放出箇所

□排気筒放出口

□排気筒放出口以外

(場所:             地上高:     ｍ)

３．特定事象の発生施設の状態

項   目 確認時刻（  月  日  時  分）

商用電源 □通電 □停電 □その他(          )

非常用電源 □起動 □待機 □その他(          )

火災 □有  □無  □その他(          )

警報

□発報無

発報有

(□プール水位 □エリアモニタ □スタックモニタ □負圧

□その他(       ))

その他 □無  有(□臨界 □爆発 □その他(      ))

特記事項

※上記項目については、情報が得られたものから記入し、迅速に報告することとする。
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様式第１２（３／４）

（事業所内事象）

【放射性物質及び放射線に関するデータ(1/2)】

１．放射性物質の状況

項   目 評価時刻（  月  日  時  分）

評価時刻での放出量（放出率）

                   希ガス （Bq/h）

                   ヨウ素 （Bq/h）

                   全 α （Bq/h）

                   全 β （Bq/h）

                   総  量 （Bq/h）

評価時刻での放出量（濃度）

               希ガス（Bq/cm3）

                   ヨウ素（Bq/cm3）

                   全 α（Bq/cm3）

                   全 β（Bq/cm3）

                   総  量（Bq/cm3）

評価時刻までの放出量

               希ガス（Ｂｑ）

                   ヨウ素（Ｂｑ）

                   全 α（Ｂｑ）

                   全 β（Ｂｑ）

                   総  量（Ｂｑ）

    放出継続時間    （ｈ）

    放出開始時刻

評価時刻以後の放出（予測）

        放出推定量   希ガス（Ｂｑ）

                     ヨウ素（Ｂｑ）

                     総  量（Ｂｑ）

        放出継続推定時間    （ｈ）

２．予測線量

種  類 評価時刻（  月  日  時  分）

全身の外部被ばくによる

予測線量の最大地点
方位       km      μSv

甲状腺の予測線量の最大

地点
方位       km      μSv

気象情報 風向：   風速：  m/s  天候：   大気安定度：   

（施設側での計算値）

※上記項目については、情報が得られたものから記入し、迅速に報告することとする。

※データについては、およその値（推定値を含む）を記載することでも可とする。
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様式第１３（１／２）

応急措置の概要（事業所外運搬）

年  月  日

内閣総理大臣、原子力規制委員会、国土交通大臣、都道府県知事、市長村長 殿

報告者名               

連絡先                

原子力災害対策特別措置法第２５条第２項の規定に基づき、応急措置の概要を以下のとおり報告します。

原子力事業所の名称

及び場所

名称：日本核燃料開発株式会社

場所：茨城県東茨城郡大洗町成田町 2163 番地

特定事象の発生箇所

（注１）

特定事象の発生時刻

（注１）

※原子力防災管理者が

事象を判断した時刻

    年   月   日   時   分（２４時間表示）

特定事象の種類

（注１）

発生事象と対応の概

要（注２）

その他の事項の対応

（注３）

※添付様式： □輸送容器に関するパラメータ

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格 A4とする。

   （注１）最初に発生した特定事象の発生箇所、発生時刻、種類について記載する。

   （注２）設備機器の状況、故障機器の応急復旧、拡大防止措置等の時刻、場所、内容について発生

時刻順に記載する。

   （注３）防災本部の設置状況、被ばく患者発生状況等について記載する。

第２５条報告

（第   報）
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【輸送容器に関するパラメータ】

１．輸送容器の状態

項   目 確認時刻（  月   日   時   分）

・火災

・爆発

・漏えい

特記事項

２．放射性物質又は放射線の放出状況

項   目 確認時刻（   月   日   時   分）

放射性物質

放射線

※上記項目については、情報が得られたものから記入し、迅速に報告することとする。

様式第１３（２／２）

（事業所外運搬）
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の
相

互
の

協
力

広
報

班
：
４

名
・マ

ス
コ

ミ
対

応
・
異

常
事

象
が

発
生

し
た

場
合

に
お

け
る

当
該

異
常

事
象

に
関

す
る

広
報

放
射

線
測

定
班

：
８

名
１

名
・
敷

地
内

外
の

放
射

線
・
放

射
能

及
び

そ
の

他
異

常
事

象
の

状
況

把
握

・
被

ば
く
管

理
・
汚

染
管

理
・
初

期
、

二
次

及
び

三
次

医
療

機
関

へ
の

同
行

災
害

防
止

班
：
８

名
６

名

・
事

故
状

況
の

把
握

評
価

と
事

故
影

響
範

囲
の

推
定

・
管

理
区

域
内

火
災

を
伴

う
場

合
の

消
火

活
動

・
事

故
拡

大
防

止
対

策
検

討
・
異

常
事

象
が

発
生

し
た

場
合

に
お

け
る

当
該

異
常

事
象

に
関

す
る

情
報

の
収

集

施
設

管
理

班
：
４

名
２

名
・
応

急
復

旧
計

画
の

樹
立

及
び

こ
れ

に
基

づ
く
措

置
 ・

応
援

グ
ル

ー
プ

と
の

連
絡

・
事

故
復

旧
計

画
の

樹
立

・
施

設
設

備
の

整
備

及
び

点
検

並
び

に
応

急
の

復
旧

汚
染

除
去

班
：
３

名
・
放

射
性

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

オ
フ

サ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
要

員

救
護

班
：
５

名
３

名
・
緊

急
医

療
措

置
の

実
施

資
材

班
：
２

名
・
資

材
の

調
達

及
び

輸
送

・
宿

泊
関

係
の

手
配

・
社

外
機

動
力

の
調

達
・
食

糧
・
被

服
の

調
達

警
備

誘
導

班
：
２

名
３

名
・
所

内
の

警
備

・
非

要
員

の
避

難
・
誘

導

消
防

班
：
５

名
・
管

理
区

域
外

の
消

火
活

動

夜
間

・
休

日
初

期
活

動
班

：
２

０
名

・
夜

間
・
休

日
の

初
期

活
動

原
子

力
防

災
管

理
者

（
本

部
長

）

副
原

子
力

防
災

管
理

者
：
８

名

・
事

業
所

の
副

防
災

管
理

者
及

び
プ

ラ
ン

ト
班

副
責

任
者

・
広

報
班

員
・
広

報
班

副
責

任
者

・
プ

ラ
ン

ト
班

員
・
総

括
班

員

31






